
科目名称：工学倫理

モジュール名称：４、MOTにおける倫理的考慮の重要性（2）
講義教材ティーチング・ノート

対象とする学習参加者：

企業その他の組織において、技術経営に関して意志決定をする立場にある者、また、技術経営に関する制度の設計を行う立場にある者。開発技術および生産技術に携わる者。企業倫理や企業の社会的責任に関係する部署に属する者。

参加対象者詳細具体例
(1) トップマネジメント及びその候補者

(2) 技術系の部門のトップおよびその候補者
(3) 組織設計部門（企画部など）のスタッフ
(4) 開発および生産に携わる技術者
(5) エシックスオフィス等のスタッフ
学習目標：

・近年多発している「企業不祥事」を取り上げ、それが企業自体の存続を危機に陥れるほどの重大な帰結をもたらしうることを理解する。

・「企業不祥事」のいくつかの事例をさらに分析し、その特徴と原因を理解する。

・企業の存続・発展のためにはコンプライアンス経営の観点が不可欠であることを理解し、それをMOTにおける倫理的考慮と結びつける態度を形成する。

ティーチングノート：

ページ１ サブタイトル： モジュール3と4の目標
ノート： モジュール3と4では、MOTにたずさわる者にとって、（1）倫理的考慮を働かせること、（2）そのための倫理リテラシーを身につけること、すなわち、技術者倫理・工学倫理を学ぶことがなぜ重要であるのかを理解することを目指す。

ページ２ サブタイトル： モジュール4の位置づけ
ノート： MOTにおいて倫理的考慮が重要なのはなぜかという問いは、（1）マクロレベル、（2）メソレベル、（3）ミクロレベルの３つの視点から考えることができることをすでに述べた。今回はそのうち中間のレベル（メソレベル）をとりあげて考察する。

　メソレベルは、技術者の振る舞いが、その技術者を雇用する組織、とりわけ企業に対して与える影響についての視点。

具体的には次のことを行う。

（1）近年多発している「企業不祥事」を取り上げ、それが企業自体の存続を危機に陥れるほどの重大な帰結をもたらしうることを示す。

（2）企業の存続・発展のためにはコンプライアンス経営の観点が不可欠であることを理解し、それをMOTにおける倫理的考慮と結びつけて展開する。

（3）技術者と企業の関係について、日本の状況に適合したモデルを提案し、技術者倫理と企業倫理の橋渡しを行う。

ページ３ サブタイトル：多発する「企業不祥事」（1）
ノート：近年、企業不祥事が多発していると言われている。松下電器産業株式会社・法務本部・リスクマネジメント室長、池田耕一氏の調べによると、新聞報道から見る限り、状況は次の通りである（大貫徹ほか編『工学倫理の条件』晃洋書房、163ページ）。

1991年から2000年までの10年間、４つの主要全国紙（朝日・毎日・読売・産経）に報道された企業不祥事のうち、経営トップの辞任にいたったもの79件、辞任した経営トップはじつに103人にのぼる。テレビ報道で、居並ぶ経営トップが「申しわけありませんでした」といっせいに頭を下げ謝罪するシーンはまさに定番となった観すらある。

ページ４ サブタイトル：多発する「企業不祥事」（2）
ノート： ごく最近をとってみても、企業不祥事のリストには事欠かない。

（1）雪印乳業集団食中毒事件

（2）三菱自動車リコール隠し事件

（3）日本ハム牛肉偽装事件

（4）雪印食品牛肉偽装事件

（5）東京電力原子炉亀裂データ改竄事件

ページ５ サブタイトル：企業の存続にかかわる「不祥事」（1）
ノート： ：しかし、何よりも重要なことは、企業不祥事が「謝って済む」問題ではなくなってきているということだろう。

象徴的な事件は、2002年に起こった雪印食品の牛肉偽装事件である。これは、事件が明るみに出てからわずか１ヶ月で雪印食品じたいの廃業に至っている。これは、「とりあえず頭を下げておけば、みんないずれわすれてしまって、いつのまにか許されている」といったこれまでの考え方がもはや通用しなくなっているということを示し、大きな衝撃を与えた。

また、親会社の雪印乳業も、2000年の集団食中毒以来、売上高やシェアの急激な減少に悩み、企業倫理を確立し、ブランドイメージを取り戻す懸命の努力にもかかわらず、事件の影響は2004年現在も明らかに続いている。

ページ６ サブタイトル：コンプライアンス経営が企業存続の必要条件
ノート：したがって、企業倫理の確立、いわゆるコンプライアンス経営が企業存続のための必要最低限の条件となってきている。

コンプライアンス（compliance）は、一般に「法令遵守」と訳されることが多いが、単に現行法に違反しなければ何をやってもよい、ということを意味するのではなく、もう少し広い意味で使われるようになってきている。つまり、

（1）法令を守るだけではなく、社内ルール・企業倫理綱領・行動基準を定めて、それを遵守する。

たとえば、東海村JCOの臨界事故では、会社が定めた作業マニュアルがあったにもかかわらず、裏マニュアルがつくられていたことが明るみに出た。これは、まず第一に、社内ルールを遵守するという、最低限のコンプライアンスがおろそかにされていたことを意味している。

（2）社内ルール・企業倫理綱領などは、より広い「世間の常識」や法令よりも高いモラル・スタンダードを明文化したものであることが多い。

たとえば、地球環境への配慮、消費者の安全と福祉、その他の企業の社会的責任がそれにあたる。

ページ７ サブタイトル：コンプライアンスが重視されるようになってきた理由（1）
ノート： なぜ、コンプライアンス経営が重視されるようになってきたのか。言い換えれば、コンプライアンス違反がなぜ企業自体の存続をも脅かす、企業の重大関心事となってきたのだろうか。

まず第一に指摘できるのは、企業の社会的役割の変化である。前述の池田耕一論文によれば、2000年11月に行われた経済広報センターによる企業観アンケートでは、企業の信頼感の維持・向上に重要なものは何かという問いに対して、これまで一位だった「事業を通じての貢献」が第２位（49.1％）に退き、かわって「企業倫理の確立と順守」が第一位（52.2％）となっている。

ページ８ サブタイトル： コンプライアンスが重視されるようになってきた理由（2）
ノート：第二の理由として、企業活動のグローバリゼーションが進んできたことが挙げられる。輸出の増加だけではなく、生産拠点の海外移転にともなう異文化との摩擦や、これとは一見逆のベクトルに見える、さまざまな商業活動にかかわる法制度や会計制度の国際標準化が進んできている。このため、これまで国内で通用していた「常識」がもはや成り立たなくなってきている。その事例を２つ挙げておこう。
ページ９ サブタイトル：異文化との摩擦〜インドネシア味の素事件
ノート：事件の経過その１

（1）インドネシア味の素は1969年からインドネシアで仕事を始め、ウラマー評議会(MUI) からイスラーム教徒が摂取できる「ハラル」の認定をもらって、味の素を販売。

（2）糖蜜からグルタミン酸ソーダを作る発酵菌の培地に、はじめは牛蛋白を使っていたが、1998年に大豆蛋白に変更。

（3）大豆蛋白にはアメリカからの輸入品を使用していたが、その大豆蛋白の製造に豚から抽出された酵素（バクトソイトーン）が使われていた。

（4）最終製品には豚由来の物質が含まれていないため、味の素はこの変更をMUIに報告しなかった。

（5）2000年秋、認定期限切れの再審査の際に、プロセス変更が明らかになり、MUIは12月に会議を開き、豚由来の酵素を使用した味の素は、イスラーム教徒が摂取を禁止されている「ハラム」だと決定。

ページ10 サブタイトル：異文化との摩擦〜インドネシア味の素事件
ノート：事件の経過その2

（6）2001年1月2日、MUIは味の素がハラムであるとの決定を確認し、翌3日にマスコミに発表。翌4日には、味の素社は謝罪を発表し、同時に最終製品には豚の成分は含まれていないことを説明。

（7）1月6日、日本人3人を含む同社幹部ら8人の責任者が逮捕。（この種の事件で逮捕者が出たのはインドネシアでは初めて）。

（8）1月9日、ワヒド大統領が、味の素は「口にしても問題はない」との声明を出し、大統領の声明を支持する見解が強くなる。

（9）１月11日、逮捕されていた人びと全員が釈放。

（10）１月12日、主要新聞に味の素の謝罪広告が掲載。

（11）2月末、MUIは味の素の製造過程に問題はないとして、「ハラル」認定を行う。

ページ11 サブタイトル： インドネシア味の素社事件から学ぶべきこと
ノート：この事件は「企業不祥事」と呼ぶのは少々酷かもしれない。しかし、インドネシア味の素社が製品の回収のために費やした費用は６億円とも言われており、企業にとっては避けるべき事態であったことには違いがない。そして、いくつかの教訓を引き出すことのできる重要な事例であることは間違いない。

しかし、その教訓は、「日本の常識が通用しないエキゾチックな「異文化」もあるから十分注意しよう」、というものではない。たしかに、この事件が起きた当時、「イスラム・驚きの食の禁忌」といった陳腐な見出しも見られたが、事態はもっと微妙である。

むしろ、重要なのは、異文化と交渉をもつときには、イスラーム教徒が豚を「ハラム」として口にしないという一般的・表面的な知識だけでは足りないということ。実際、味の素がハラムかどうかについてはインドネシアのイスラーム教徒の間でも見解の相違があったことが明らかになってきている。したがって、「インドネシアのイスラーム教徒」と一口に言っても決して一枚岩ではない。

したがって、インドネシア社会が大豆蛋白の製造過程の変更に対してどのような態度をとるかは事前に予測がつかない。問題は、インドネシア味の素社が、製造過程変更の際に、「大豆蛋白の製造には豚から抽出した酵素を使っているけれど、最終製品には豚由来の物質が含まれていないからよいだろう」と判断し、変更をMUIに報告しなかったことにより、当の社会が製造過程変更にどのような反応をするかを見極めるチャンスを逸してしまったことにあるだろう。異文化との交渉にあたっては、日本での常識がそのまま通用するだろうという思いこみ同様、相手の文化の多様性を忘れてステレオタイプ化してしまうことも危険である。

異文化理解の倫理もコンプライアンス経営の重要な要素である。

ページ12 サブタイトル： コンプライアンスを促す制度の整備（1）
ノート：企業活動のグローバリゼーションが進んできたことのもう一つの帰結は、グローバリゼーションの結果、日本企業も、諸外国における企業のコンプライアンスを促すためのさまざまな法制度・司法制度の縛りを受ける、ということである。この点に関する先進的な取組はアメリカ合衆国にみられる。２つの事項を指摘しておく。

アメリカにおいては、カルテルに対する罰金が年々巨額化してきている。一例を挙げると…

1998　昭和電工　電炉用黒煙電極　3250万ドル

1999　エーザイ　ビタミン　4000万ドル

1999　武田薬品　ビタミン　7200万ドル

2001　三菱商事　電炉用黒煙電極　1億3400万ドル

（日本経済新聞2001年８月25日）

ページ13 サブタイトル： コンプライアンスを促す制度の整備（2）〜連邦量刑ガイドライン
ノート： さらに重要なのは、アメリカ合衆国の連邦量刑ガイドライン(federal sentencing guideline)という制度である（1991年に制定）。

（1）ガイドライン制定の背景：アメリカの軍需関連産業における腐敗。アメリカの軍需関連企業の多くは、独占企業であるために腐敗がすすみ、不祥事が多発。このガイドラインはそれに対する対策。

（2）ガイドラインの基本的発想：日頃から企業犯罪の防止のための努力をしている企業とそうでない企業とで、罰の重さを変える。

同じ犯罪が起こっても、それが企業ぐるみのものであったり、同じ犯罪を繰り返したりしている場合には、最高４倍まで懲罰的罰金を科す。一方、違法行為を予防・発見するための有効なプログラムをつくって努力をしている企業では罰金を20分の１まで軽減する。

このように倫理対策のために努力しているかどうかで、罰金の差は80倍にもなる。

ページ14 サブタイトル： コンプライアンスを促す制度の整備（3）〜連邦量刑ガイドライン
ノート：連邦量刑ガイドラインでいう「違法行為を予防・発見するための有効なプログラム」とは何か。連邦量刑ガイドラインのマニュアルによれば、次の七条件を満たすものである。

（1）不正行為を防ぐために社員が従うべき倫理規定があり、それを具体化するための手続きが確立されている。

（2）その規定と手続きが正しく守られているかどうかを監督する責任者が任命されている。その責任者は地位の高い者でなければならない。

（3）不正行為にかかわる可能性があると予想される人物を権限の強い職に任命しない。

（4）社員に倫理トレーニングへの参加を義務づけるか、あるいは行動指針を説明したパンフレットなどを社員に配布する。これらによって倫理規定と手続きをすべての従業員に周知徹底させなければならない。

（5）社員の不正行為を発見するための監査制度をつくる。さらに社員が報復を恐れることなく、不正行為を通報できるような報告制度を導入し、その制度の存在を社員に知らせておく。

（6）適切な懲罰制度を設ける。それには、不正を発見できなかった者に対する懲罰も含まれる。

（7）不正行為が発見された場合、同様の不正行為が二度と起こらないようにするための措置を講ずる。それには、既存の違法行為予防発見プログラムの改善も含まれる。

（連邦量刑ガイドラインマニュアル原文はhttp://www.ussc.gov/1998guid/98chap8.htm参照。）
ページ15 サブタイトル： サブタイトル：中間まとめ〜企業倫理とMOT
ノート：以上のように、現代の日本企業を取り巻く経営環境は、広い意味でのコンプライアンスが企業存続のための必須の条件となるような方向に変化してきている。企業全体が倫理的に振る舞い、社員にも倫理的行動を促すこと、つまり企業倫理の確立は、企業の存続と発展のために欠かすことができない。

ここで、MOTと企業倫理の関係について考えておこう。MOTの目的は何か。基礎研究と製品開発の間に横たわる「死の谷」を乗り越えることか？

とりあえずはそれで正解。しかし、なぜ死の谷を乗り越える必要があるのかと言えば、企業の存続と発展のためだろう。つまり、企業の存続と発展がMOTにとっても、より高次の目的であることになる。

だとするなら、MOTの課題は次のようなものになる。企業の存続を脅かす倫理的リスクを冒さない様な仕方、つまり、研究開発を含む企業活動の倫理的integrityを失わないような仕方で死の谷を乗り越えること。これがMOTの課題である。

ページ16 サブタイトル：企業の倫理と技術者の倫理
ノート： しかし、技術者（倫理）と企業（倫理）は必ずしも予定調和的に同じものになるわけではない。両者の調和を図ることはMOTの重要課題だが、それを果たすには、両者の歴史的背景の違いを理解しておく必要がある。このことは、アメリカ合衆国で発展してきたengineer ethicsをそのまま日本に直輸入してもうまくいかないという点と関連している。

ページ17 サブタイトル： アメリカ版engineering ethicsの特質（1）
ノート：日本で工学倫理教育にたずさわろうとする人々は、まずは技術者に対する倫理教育の先進国であるアメリカ合衆国で実施されている工学倫理教育の現状を検討することからはじめた。その過程で気づかれてきたことは、アメリカ直輸入版の工学倫理は日本の現状に必ずしも適合したものではないのではないかということだった。それはアメリカと日本における技術者の社会的位置の違いを反映している。

（1）欧米では、技術者は医師や弁護士のようなプロフェッションとしての色彩が日本より強い。

（2）たとえば、工学系学協会は、日本ではアカデミック・ソサエティ（学術情報の交流の場）の傾向が強いのに対し、アメリカではプロフェッショナル・ソサエティ（倫理綱領をもった職能団体で、技術者の利益を守ることを目標とする）の傾向が強い。

（3）以上のような、企業とは別の社会集団としてのプロフェッショナル・ソサエティに守られることによって、そして社会的流動性の高さにもよって、アメリカの技術者は企業から企業へと自分の技術を売り物に渡り歩くことが日本に比較して容易である。

ページ18 サブタイトル： アメリカ版engineering ethicsの特質（2）
ノート：以上のような技術者の社会的位置を背景にもつアメリカ版技術者倫理は、次のような特質をもつ。

（1）ひとりひとりの技術者の意志決定にかかわる個人倫理という色彩が強い。

（2）したがって、設計を通じて個々の技術者がどのような責任を社会・公衆に対して直接に負うのかという具合に問題がたてられる。技術者はどのように倫理的考慮を設計に反映させるべきかが主要テーマになる。

（3）企業ないし経営者は、技術者がプロフェッショナルとしての社会的責任（人工物を通じた公共の福祉と安全）を果たす際の障害として描かれる傾向にある。

たとえば、製品の危険性に気づいた技術者は、利潤を追求する経営者にいかに抵抗するか、あるいは内部告発をするべきかどうか、といったことが主要テーマになる。

典型例は、1986年１月28日に起こった、スペースシャトル・チャレンジャー号爆発事件の際に、打ち上げへの同意を迫るNASAに抵抗して打ち上げ延期を主張していたサイオコール社の技術系副社長Robert Lundが言われたという、「技術者の帽子を脱いで経営者の帽子をかぶりたまえ」というせりふである。ここでは、技術者は経営側の判断に最後まで抵抗し、技術者固有の判断を貫くことが推奨されている。
ページ19 サブタイトル： アメリカ版engineering ethicsを直輸入してもうまくいかない（1）
ノート： こうした、職能団体の支えを背景とした個人倫理の色彩が強いアメリカ版engineering ethicsをそのまま日本に輸入することには、問題がある。それは日本における技術者の社会的位置がアメリカとはやや異なっているからだ。

（1）日本では、アメリカ版工学倫理が想定している技術者像はあまり一般的ではない。青色発光ダイオードで有名になった中村修二氏はまだ例外的存在である。多くの場合、技術者は企業の一員として仕事をする。企業から企業へと自分の技術を売り物に渡り歩くような技術者は、まだそれほど一般的ではない。

（2）技術者の行動を倫理面からチェックし、必要とあらば処罰したり、逆に内部告発をした場合にその技術者を保護してくれるような、医師会や弁護士会に相当する職能団体が未発達である。技術者は直接には雇用主である企業によるコントロールをうける。

（3）技術者が個人で重要な意志決定を行うことはそれほど多くない。通常は、複数の技術者がチームをつくって仕事し、設計上の意志決定も集団的になされることが多い。
（4）科学技術の影響は社会の非常に広い範囲に及ぶ。社会や人間関係のあり方までも根底的に変えてしまう可能性のある製品を生み出すことに関して、それがどのようなリスクを社会にもたらし、社会はどの程度のリスクを受容しうるかということを、個々の技術者はほとんど判断できない。

ページ20 サブタイトル：アメリカ版engineering ethicsを直輸入してもうまくいかない（2） 
ノート：日本の技術者がおかれた現実の状況が上記のようなものである以上、個人主義的工学倫理を直接導入することには次のような問題がある。

（1）個人主義的技術者倫理は、本来、企業なりチームなりが集団でになうべき責任を個人の責任に還元しがちである。

（2）その結果、技術者ひとりひとりが過度に重い道徳的意志決定と責任を担わされることになる。

（3）企業全体の方針と専門家としての判断とはしばしば衝突するが、個人倫理のもとでは、これは倫理的ジレンマ、つまり技術者としての自分と社員としての自分との分裂として意識され、板挟み状態による判断停止を招いてしまう危険性がある。

ページ21 サブタイトル：企業と技術者の関係について考え直す（1）
ノート： 
（1）アメリカ版engineering ethicsの問題点は、技術者と社会の二項で技術者倫理を問題にしがちだという点にある。第三項として企業・組織という中間レベル（メソレベル）を導入して考える必要がある。企業・組織を技術者が技術者特有の社会的責任を果たす際の障害物ないし制約ではなく、技術者が技術者の仕事を通じて社会的責任を果たすことを可能にするものとして捉えることが重要である。

（2）なぜなら、現代社会において、技術者が社会的責任を果たし人類の福祉に貢献するには、技術者がつくりあげた人工物が、商品という形で社会に流通する必要があり、それは、企業の力なしでは実際上不可能だからである。

しかし、これだけだと、企業は技術者の目的のために用いられる道具にすぎないということになる。つまり、殺そうという意図を持ってハンマーで他人を殴った者がいた場合、責任があるのはその行為を行った人であり、道具に使われたハンマーではない。企業もこれと同じであり、道具にすぎないのだから、責任を問うことはナンセンスである。これが正しいなら、とりたてて「企業の責任」を中心概念とする企業倫理と技術者倫理とを結びつける必要は感じられないかもしれない

ページ22 サブタイトル：企業と技術者の関係について考え直す（2） 
ノート：しかし、技術者と企業との関係を次のように考え直すこともできる。つまり、企業は技術者が直接に社会的責任を問われることから技術者個人を守っているし、技術者が個人では担いきれない責任をかわって担っていると考えられるのである。

（1）技術災害の例を見れば分かるように、技術者の犯した過失の結果生じる損害は個人では償うことができないほど巨大なものになる可能性がある。そして、その償いは個人のライフスパンを超えた非常に長期間にわたることになるかもしれない。

（2）企業は絶えず構成員が入れ替わる。悪い行為をした社員が企業を去ったとしても、企業の責任は残ると考えるのが妥当だ。さもないと、「とかげのしっぽきり」が横行することになるし、社員の在籍期間を超えるような長期間にわたる償いは行えないことになる。

　しかし一方、責任を企業に押しつければそれでよしというわけにもいかない。なぜなら、

（3）企業に責任を負わせて終わりにすることは、重大な過失や不正を働いた人物を免責することになり、それは事故や不祥事の再発防止という観点から好ましくない。われわれは集団の中で個人的責任を免責されるとものを考えなくなる。

（4）企業が責任を引き受けることになったとしても、償いや説明を通じてその責任を果たすためには、誰かが動かなくてはならない。個人が動かないと企業は責任を果たせない。

ページ23 サブタイトル： まとめ〜MOTの倫理的課題
ノート：以上で、MOT的な観点から技術者の倫理を考える際に、「企業の責任」という項を導入することが有効であることが分かる。

個々の技術者がどのような責任を持ち、どのような倫理的考慮を行うべきなのかを考えるに当たっては、企業そのものがどういう場合にどの程度の責任を持つのか、また、その責任がどのように技術者を含む企業の個々の構成員に再分配されるのかということをきちんと考えないといけない。
講義におけるインストラクター、教員の条件：

ビジネス・エシックスに造詣のある者。企業において、企業倫理室ないしエシックス・オフィスなどで業務にたずさわった経験をもつ者。
科目開発担当者：

黒田光太郎（名古屋大学工学研究科教授）、
伊勢田哲治（名古屋大学情報科学研究科助教授）、

戸田山和久（名古屋大学情報科学研究科教授）、

杉原桂太（南山大学社会倫理研究所非常勤研究員）
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